
１．はじめに
１．１．研究の背景と本稿の課題

周知のように，日本経済は１９９０年代初めのバブル経済崩壊後，経済成長

率は大きく下落し，停滞が継続している１）。その後，２０００年代の「失われた

１０年」２）の後，一時回復したが，２００８年の世界金融危機の影響で再び大きな

打撃を受け，２０１０年にはGDPで中国に追い越され，世界第３位に後退した。

２０１２年に就任した安倍晋三首相は，いわゆる「アベノミクス」を推進し，

低迷が続く日本経済の回復と「一億総活躍社会」の実現を目指したが，長期

の不況は継続しているのが現状である。

また，現在の日本では出生率の低下により少子化が進行し，人口は減少局

面を迎えている。２０２２年の日本総務省の発表によれば，外国人を含む２０２１

年の総人口は，２０２０年から６４４，０００人減少して１億２，５５０万人となり，１１
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１）例えば，１９９５年から２００２年の間，日本の年平均実質GDP成長率は１．２％に過ぎ
ず，カナダ（３．４％），米国（３．２％），英国（２．７％），フランス（２．３％），イタリ
ア（１．８％），ドイツ（１．４％）より低く，ユーロ圏（２．２％），OECD諸国の平均
成長率（２．７％）よりも低い水準であった。

２）日本における「失われた１０年」とは，バブル経済が崩壊した１９９０年代初頭から
の１０年間を指すことが多い。この期間はバブルの後遺症ともいえる景気後退と
長期不況が続いたため，不良債権を抱えた大手銀行の経営破綻などが相次いだ。
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年連続で減少した。２０２１年には出生率は１．３０となり，史上４番目に低い水

準となった。また，直近では新型コロナウイルス感染拡大の影響もあ

り，２０２１年の日本の出生数は８１１，６０４人となり，６年連続で過去最低となっ

た。この一方で，平均寿命の延伸に伴い高齢人口は増加しており，超高齢社

会を迎えている。このような少子・高齢化，人口減少は今後もますます進行

していくことが予測されており，こうした人口構造の変化に合わせて日本消

費者の消費生活も変化していくことが考えられる。つまり，長期不況と人口

減少により，建材，自動車，食料品など生活と関連する商品の消費量も減少

すると考えられ，日本の内需不振の長期化は現在でも好転していない。

第１表によると，こうした経済不況と，少子高齢化に伴って，近年，現実

に日本の鋼材消費量が趨勢として減少していることが理解できる。また，直

近の動向に注目すると，第１表の２０１３年以降の数値に示されているように，

３）一般社団法人日本鉄鋼連盟は，鉄鋼業の総合的な調査・研究機関として１９４８年
に設立された一般社団法人である。

国内鋼材需要（万ｔ） 粗鋼生産量（万ｔ）
２００７年 ７，９６１ １２，１５１
２００８年 ６，９７２ １０，５５０
２００９年 ５，７１１ ９，６５４
２０１０年 ６，０３２ １０，９５９
２０１１年 ６，２１６ １０，６４６
２０１２年 ６，１００ １０，７３０
２０１３年 ６，５１３ １１，１５２
２０１４年 ６，４２８ １０，９８５
２０１５年 ６，２１８ １０，４１７
２０１６年 ６，１６１ １０，５１６
２０１７年 ６，２８９ １０，４８４
２０１８年 ６，２３２ １０，２８９
２０１９年 ５，９３９ ９，８４２
２０２０年 ５，２７７ ８，２７８
２０２１年 ５，５７０ ９，６７０

第１表 国内鉄鋼需要および粗鋼生産量の推移

出所：一般社団法人日本鉄鋼連盟３）資料をもとに筆者作成。
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国内鉄鋼市場は，全体としてこの減少傾向に拍車がかかっていることがわか

る４）。

このように，日本国内鋼材の消費量が趨勢的に減少しつつあるため，海外

進出は日本鉄鋼業界の長期にわたる大きな課題となってきた。すでに日本が

輸出する鋼材は，２０２０年度でみると国内生産量の３７％を占めている。海

外，とくに東南アジア・中国・アメリカなどで日本の高品質の鉄鋼は一定の

需要が存在し，また，海外の電気料金は一般に日本より安価であるため，各

鉄鋼関連企業は海外に投資し，現地で生産する戦略を推進しているのである。

こうした日本をとりまく内外情勢の中で，鉄鋼企業の最大のユーザーの一

つである自動車産業は，一貫して海外進出を進めてきた。とくに，１９８５年

のプラザ合意を画期とした円高基調が急速に進展したことにより，日本の主

要産業，とりわけ自動車産業は海外投資を拡大し対応してきた。こうした基

本的な状況の下で，バブル経済崩壊以降の日本の国内市場の伸び悩みは自動

車産業の海外進出を加速させた。日本国内市場の停滞の一方で，新興国の経

済成長はめざましく，現在は中国，ベトナム，インド，ブラジル等がこれに

追随し大きな市場を形成しつつある。こうした海外市場の拡大は，日本企業

にとっても大きなビジネスチャンスであり，日本の自動車産業にとって海外

市場がますます重要な位置を占めるようになっているといえよう。

上述のように日本国内の経済情勢の悪化，市場の縮小，この一方での海外

需要の増大という状況は，現実に日本の自動車企業の中国等への海外進出を

急速に加速している。例えば，中国においては，１９９５年のスズキ自動車と

４）しかし，すべての国内鉄鋼市場における需要量の減少がみられるわけではなく，
需要部門により濃淡が見られる。たとえば，建築部門では，２０２２年４月の新設
住宅着工戸数が，前年同月比で１４ヵ月連続の増加，また製造業部門では，産業
機械は内外需要の回復の継続により，４月の生産用機械工業と汎用・業務用機械
工業の生産が前年同月比でともに１５ヵ月連続で増加した。しかし，大口の需要
先である自動車部門は，４月の四輪車生産は９ヵ月連続，４月の国内新車販売が
１０ヵ月連続と，ともに前年同月比で減少した。こうしたなかで全体の鉄鋼需要
の趨勢としては，４月の国内鉄鋼統計をみると，粗鋼生産は前年同月比４．４％減
の７４７万トン，普通鋼鋼材生産は同２．６％減の５１３万トン，ともに４ヵ月連続の
減少となっている。
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長安汽車の合弁企業設立を嚆矢として，その後，１９９８年に本田技研工

業，２００１年に日産自動車，２００２年にトヨタ自動車が中国で生産拠点を設置

し，日本自動車企業の中国での自動車生産が本格的に発展した。これに伴っ

て，こうした大手完成車メーカーに部品を供給する，日本の自動車部品メー

カーの中国進出も促進されたのである。

しかし，その後の中国自動車産業の２０年余にわたる急速な発展により，

中国国内の自動車関連産業も大きな発展を示し，これによって参入企業も増

大したため，市場での競争の激化が発生することになった。こうした状況の

もとで，すでに閻・大島（２０２２）で述べたように５），市場競争力の強化を目

的とした，部品調達現地化によるコスト削減が一つの大きな課題として浮上

してきており，これにより，本稿の中心的研究課題である日系自動車部品

メーカーは，大きな課題に直面する結果となっている。つまり，近年，多く

の産業分野で，現地の原材料を利用し，現地の他企業に部品の発注を行う事

例が増加し，いわゆる現地調達の動向が急速に一般化するという事態が深化

している。これは，海外市場の発展と新企業の参入などによる競争の激化に

より，コスト削減が求められているからであり，また，一部の製品において

は，発展途上国の経済発展と技術向上によって，現地企業でも比較的高品質

の部品の製造が可能となったことも要因の一つと考えられる。

こうした動向の結果，本稿の研究対象であるM社（本社大阪市）をはじめ

とする，中国に進出した日系自動車部品メーカーの立ち位置は，現在，徐々

に微妙なものとなりつつある。それは，主要取引先である日系大手完成車

メーカーからはコスト削減を要求され，それが不可能であれば，最悪の場合

取引を縮小される可能性があるからである。

しかも，この問題を複雑にしているのは，日系自動車部品メーカーは自動

車部品の主要原材料である鉄鋼等の調達に当たって，品質維持や納期遵守の

５）閻冰・大島一二（２０２２）「中国進出日系自動車部品メーカーの直面する課題と対
応：M社の事例を中心に」『桃山学院大学経済経営論集』６３（３），pp１０７-１２７，桃
山学院大学総合研究所。
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ため日系大手完成車メーカーより日本からの原料調達を求められていること

であり，当然，中国での現地調達との比較で，高コスト体質となり，中国の

現地同業他社との競争に大きな弱点を抱えている事情があるためである。

つまり端的に言えば，日系自動車部品メーカーは，このまま利幅は薄いま

まで，日系大手完成車メーカーに部品を供給する現在の体制を維持するの

か，または，日系大手完成車メーカーが，現地中国系企業からの部品調達率

を上昇させれば，ある時期に撤退を余儀なくされるのかという，事態の深刻

化が徐々に迫っているといっても過言ではないからである。

すでに述べたように，中国現地での趨勢では，中国現地自動車メーカーや

日欧米の自動車メーカーとの競争が激しさを増しており，日本からの部品輸

入よりも，部品や製造機械の現地調達が実態として進展している。こうした

なかで日系自動車部品メーカーにとって苦しい時期の到来が目前の状況と

なっているのである。M社を代表とする自動車部品産業はこうした課題がと

くに深刻である。

こうしたことから，日系企業，特に自動車部品メーカーの一部には，中国

において新規事業に取り組む企業もみられる一方で，東南アジアのベトナ

ム，インドネシア等への生産拠点の移転・拡大を計画する企業もみられる。

M社のベトナム事業は，この一つの事例である。

この目前の問題の一方で，自動車部品メーカーには中長期的な大きな課題

が存在している。それは，周知のような国際経済・社会におけるガソリン車

のEV車等への転換問題である。つまり，現在のガソリン自動車とEV自動車

ではそのエネルギー調達構造が大きく異なるため，当然必要な部品が大きく

異なり，従来までの部品供給体制では対応できなくなる可能性が高いためで

ある６）。さらに，一部にはまったく不要となる部品も発生し，こうした事態

６）これまでのガソリン車との比較で，電気，電池，電気制御は新エネルギー自動車
の中心技術であり，新エネルギー自動車はモーターと関連した部品が重要とな
る。例えば電池や電子制御式燃料，熱管理システム，高圧電気部品などが必要と
なる一方，バルブ，点火プラグ，スプレー油嘴など一連のディーゼルエンジン関
連部品は不要となる。
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への対応として，部品生産体制の再構築，製品全体の見直しが必要となって

いるのである。

このように，日系自動車部品メーカーを取り巻く情勢は，国際経済の急変

から厳しさを増し，前述した二点の課題への対応として，ビジネスモデルの

転換を早急に迫られているのである。

こうした自動車部品メーカーをめぐる複雑な状況の中で，本稿では日系自

動車部品メーカーの海外展開，とくに中国，ベトナム等での取り組みを積極

的に行っているM社を事例として研究を実施する。M社は国内経済，世界経

済の大きな変動によって，前述した二つの大きな課題への対応を迫られてい

る。すなわち，①部品の現地化趨勢に対応した自動車部品メーカーのビジネ

スモデルの転換（進出先国の多角化，新規事業への参入等）。さらに，②中

長期的かつ世界的なEV転換への対応に伴う，日系自動車部品メーカーの現

地生産体制の再構築，である。このうち本稿では①の課題を中心に検討す

る。

調査にあたっては，２０２２年５月にM社関係者からのヒアリング調査を実

施した。以下の考察は，この際のヒアリング結果に依拠している。

１．２．調査対象企業の概要

今回調査対象としたM株式会社（以下M社とする）は，大阪市中央区に本

社を置く鋼材，鋼管の製造・販売メーカーである。M社の前身は１９１３年に

創業されたF製作所で，１９２６年に工場新設とともにM製作所と改称した。第

２次世界大戦後，１９４７年にM社製作所に改組し現在の会社が設立された。そ

の後量産化，市場拡大をすすめ，１９６２年に超高周波抵抗溶接機を導入し品

質向上をはかった。以降，道路関連製品，グリーンハウス建材なども手がけ

ている。特に世界的に自動車用鋼素材を製造，販売している。

自動車用鋼素材では，自動車周りで発生する金属素材ニーズに対し，国内

外での加工基地，およびデジタル化を取り入れた受発注システムにより高度

で効率的な加工物流体制を整え，需要に応じた柔軟な供給体制を実現してい
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る。また，完成車メーカーなどのニーズに対応し，ブランキング加工事業を

世界各国で展開している。

こうしてM社は，世界各地で自動車関連の金属製品加工，販売を中心に，

世界各地に築いたネットワークを駆使し，国内外の顧客の要望に対応してい

る。

現在国内グループ会社と工場は１３ヶ所あり，営業所は３０ヶ所である。１３

の工場を配備した需要地直結の供給ネットワークで，地域の顧客のニーズに

合わせた生産体制をもち，納期への柔軟な対応や迅速な技術サービスなど，

種々の利点がある。また，６主要都市に配置されたM社の販売事務所のほ

か，関連会社であるM社の営業所および沖縄M社による販売ネットワーク

が，国内の販売サービス体制を支えている。

ヒアリング結果によると，M社の特色としては，①需要地生産体制による

流通コストの削減，②多種製品主義，③高い材料製造加工技術，④自主独立

経営，⑤健全な財務体質，⑥鋼材第一主義，⑦独自販売体制の採用，⑧環太

平洋でのグローバル事業展開，と整理できる。

とくに⑦の独自販売体制の採用とは，製品販売において，「総合商社」と

「M鋼販」の２ルートを通じて行っていることを指す。M鋼販は自社倉庫を

もち，在庫管理も行っている。このシステムにより，顧客のニーズや需要動

向・価格動向，とくにホットコイルや製品の需給市況などが的確にM社株式

会社に伝達されるため，市場に敏感な経営戦略を常に立案することができる

メリットがある。

また，M社の海外事業としては，１９７２年インドネシアに株式会社

（ISTW）の設立をはじめ，１９７８年にアメリカ，２００６年に中国，ベトナ

ム，２００９年にインド，２０１２年にメキシコへ進出した。現在，海外グループ

会社は１２社である。
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２．ベトナムの経済発展と日系企業の進出
２．１．ベトナムの経済発展

ベトナム社会主義共和国は，東南アジアの東南端に位置し，北は中国と国

境を接し，西はラオス，カンボジアと国境を接している。国土面積は約３３

万㎢で，海岸線の長さは３２６０㎞余りと長い。２０２０年末のベトナムの人口は

９７３４万人で，東南アジアではインドネシア，バングラデシュなどと並んで

人口規模は大きい。ベトナムは東南アジア諸国連合，アジア太平洋経済協力

機構，世界貿易機関のメンバーである。

ベトナムでは，１９８６年からいわゆる「ドイモイ政策７）」（経済改革・開放

政策）が実施され，１９９６年のベトナム共産党第８回大会では，国の工業化，

近代化を強力に推進することが提案された。２００１年，ベトナム共産党第９

回大会は「社会主義を基本とした市場経済体制」の確立を確定し，三大経済

戦略の重点を確定した。即ち，工業化と現代化を中心に，多様な経済要素を

発展させ，国有経済の主導的地位を発揮し，市場経済の管理体制を確立する

ことである。２０１６年第１２回ベトナム共産党大会は「２０１６年～２０２０年経済・

社会発展戦略」を採択し，２０１６年～２０２０年の経済成長率を年平均６．５％～

７％とすることを提起した。

ベトナムでは，１９８６年から１９９０年にかけて改革が開始された当初は，

GDPの平均年間成長率は４．４％とやや低い水準にあった。しかし改革が進

展すると，１９９６年から２０００年の期間は７％に上昇し，第１２回ベトナム共

産党大会から現在に至るまで，政府の積極政策のもとで，ベトナム経済は

徐々に成長の質を向上させてきた。その後，２０２０年の新型コロナウイルス

の感染拡大の深刻な影響にもかかわらず，ベトナムの経済は依然として３％

の成長率を達成している。２０２１年のGDP規模は約３６２６．１９億ドルで，１９８６

年の改革初年と比べて１３倍に増加し，１人当たりの所得は約３７００ドルで，

７）ドイモイは，１９８６年のベトナム共産党第６回党大会で提起されたスローガンで
あり，主に経済，社会思想面において新方向への転換を目指すものである。市場
経済への移行，社会主義政策の緩和，国際経済協力への積極的な参入などが提唱
された。
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世界の中所得国となっている。

２．２．ベトナムにおける鉄鋼生産の発展

ベトナムを代表的な事例として，アジア新興国は，経済発展による所得水

準の向上によって，建築業，自動車産業，二輪車産業，生活家電などを中心

に鉄鋼需要が拡大傾向にある。ベトナムの鉄鋼生産は，粗鋼生産量が２００９

年の２７０万トンから２０２１年には約９．７倍の２６１５万トンまで増加しており，

この１０年で驚異的な成長を遂げている。ベトナム鉄鋼協会（VSA）８）では，

「新型コロナウイルスの感染拡大によりいったん需要が縮小したものの，そ

の後鉄鋼業は２０２０年前後から回復基調にあり，比較的順調に増加している」

と述べている。ベトナム全体のGDP成長率は２０２１年に２．５８％に低下した

が，ベトナムの鉄鋼業界は依然として大幅な成長を達成している。

このように，ベトナムでは鉄鋼生産拡大が継続しているが，２０２１年には

鉄鋼の輸出が大幅に増加し，ベトナムは鉄鋼の純輸出国となった。２０２１年，

ベトナムの鉄鋼メーカーは鉄鋼輸出の拡大に注力しており，その結果，海外

市場への出荷が大幅に増加した。ベトナム総合統計局９）によると，２０２１年に

はベトナムの鉄鋼輸出は３２．９％増加して，約１３００万トンになるとの見通し

を発表している。中国とタイへの輸出はそれぞれ前年比で約２６％と３３％減

少したが，アジア諸国は依然としてベトナムの鉄鋼の主要な輸出市場であ

る。さらに，２０２１年のベトナムの米国への鉄鋼輸出（主にフラット製品）

は４．５倍に増加して１０５万トンになった。同時に，競争力のある価格によ

り，２０２１年にはベトナムのEUへの鉄鋼輸出も大幅に増加した。

こうしたベトナムの鉄鋼生産の発展については，すでに先行研究において

も指摘されている。例えば，川端望（２０１８）１０）は，「国際経済統合，いいかえ

８）ベトナム鉄鋼協会は，鉄鋼製品，材料，およびベトナムの鉄鋼業界に関連する業
界団体である。現在，協会の会員数は１０３。（http://vsa.com.vn/）

９）ベトナム総合統計局（GSO）は，計画投資省（ベトナム）（MPI）の管轄下にあ
り，統計の国家管理を実施している。

１０）川端望（２０１８）「国際経済統合下におけるベトナム鉄鋼業の発展」『TERG
Discussion Papers』３９５，１-２３。
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るとグローバリゼーションの下での発展途上国の産業発展について，自由化

の下で途上国が比較優位を得た産業は発展した。国内天然資源を商品化する

アグロ・インダストリーと，労働集約型産業である。後者は，縫製産業や履

物産業，そして機械・電機産業の組み立て工程であった。これらの産業は，

ASEAN諸国の１９８０-２０００年代の発展を支えた。しかし，これらの産業が発

展してくると，当然機械とその素材が必要になるし，都市建設や住宅建設が

進んで建築材料が必要とされるので，鉄鋼の需要も伸びる。結局のところ，

鉄鋼業は必要になるが，育成が難しいので輸入が急速に増えていく。需要産

業における鉄鋼需要の伸びを活かして国内生産によって輸入を代替する余地

が生まれてくる」と指摘している。こうした状況はまさに現在のベトナムに

おいて鉄鋼の生産消費輸出入状況を的確に表現している。

また，折橋秀幸・三科正和（２０２０）１１）では，「ベトナム１人あたりの消費量

は約２３６kgで世界の平均使用量を超え，タイやマレーシアに近い水準にあ

る。一方で，１人当たりGDPがタイやマレーシアの半分以下であることを考

えると，ベトナムの鉄鋼消費量（市場規模）がすでに一定の水準にまで達し

ているといえる。ただ，粗鋼生産量に対して大幅に需要量が超過する状況が

続く中で，これらの不足分を海外からの製品輸入，またはホットコイルやビ

レット（製鋼の圧延工程における中間製品）などを輸入し国内で製品に加工

することで埋め合わせていることから，この先，粗鋼生産の拡大が続いても

当面は国内消費で十分に吸収できる計算になる。」と述べ，現在のベトナム

に大きな鉄鋼需要が存在していることを指摘している。

さらに，２０１２年に岡山県ベトナムビジネスサポートデスクが発表した

「ベトナム鉄鋼業を取り巻く現状について」１２）では，「ベトナムの著しい経済

成長を踏まえると，インフラ整備や土地計画等により，長期的には鉄鋼内需

１１）折橋秀幸・三科正和（２０２０）「海外調査レポート 鉄鋼の過剰生産と新興国の現
況 ～ベトナムの鋼材市場と大型プロジェクト工事～」『経済調査研究レビュー』
（２６），３２-４１，経済調査会。

１２）岡山県ベトナム・カンボジアビジネスサポートデスク（２０１２）「ベトナム鉄鋼業
を取り巻く現状について」レポートVol．５７。
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が増加していくことは間違いないと見られている。インフラ，特に道路や港

湾は急ピッチで整備が進められており，また都市部における大型ショッピン

グモール，娯楽施設及び高層マンションへの投資計画も多く，今後益々の需

要増加が見込まれている。長期的な内需の増加を見越して，或いは周辺のア

ジア諸国への輸出を目的に，ここ数年，外資による大型投資が増加してい

る。未だ国営企業のシェアは高いが，設備や技術が古かったり資金不足等の

問題を抱えていたりするため，合弁会社の設立等により外資からの技術移転

を図っている」と指摘しているように，ベトナムの鉄鋼業界の急成長の要因

を指摘している。

このように，日本等の先進国の経済発展と鉄鋼需要が停滞する中，ベトナ

ム等のアジア新興国では，その経済発展に伴って，国民の所得が上昇し，イ

ンフラ整備による建材需要の急拡大，二輪車・自動車の普及によって，鉄鋼

需要は拡大趨勢にある。こうした機会に注目し，日系企業はアジア諸国の新

しい市場開拓を進展させている。その対象国の一つとして，代表的事例とし

てあげられるのがベトナムであるといえる。こうした旺盛な鉄鋼需要を前提

にM社はベトナム市場への進出を展開したのである。

２．３．ベトナムの自動車産業

つぎに，こうしたベトナムにおける鉄鋼生産の拡大の重要な仕向け先の一

つとして，またM社の関連業界として，ベトナムにおける自動車産業，二輪

車産業の状況に注目しよう。２０２０年末までに，ベトナムの自動車関連生産

企業は３５８社に達し，そのうち自動車組立企業が５０社，シャーシ，車体等

の生産企業が４５社，自動車部品生産企業が２１４社，その他多数の関連企業

が存在している。現在のところ，国民の所得水準の制約により，一般家庭に

まで自動車が普及しておらず，二輪車が消費の中心にあるため，ベトナムの

自動車新規需要量は年間３０万台を下回っているが，今後の経済発展によっ

て，かつての中国のように，さらなる販売台数の拡大が予想される。現在，

ベトナムの自動車メーカーは輸入部品の組み立てを中心に国産化率が５～
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１０％程度と低い状態であり，これも今後の需要の拡大により，さらに発展

することが予想できる。なお，２０１８年にはベトナムのビンファスト社が初

の国産車を発売して話題となった。このようにベトナムの自動車工業はいま

だ萌芽期にあるといえよう。

ベトナム自動車工業会（VAMA）１３）によれば，ベトナムの自動車工業の開

始は，１９５８年１２月２１日，ベトナムのハノイにあるチン・シン（Chinh

Thang）工場から，ベトナム人がフランスのガソリン動力のフリーゲート車

をコピーして製作した自動車「チン・シン」が最初であるとされている。し

かし，当時の戦乱のため，「戦勝」ブランドの自動車は生産されず，長く低

迷期が継続した。その後，１９９１年にベトナムで最初の本格的な自動車工業

が形成され，集中的に発展し始めた。これは他の東南アジア諸国のタイ，イ

ンドネシア，マレーシア等が１９６０年代に自動車産業を発展させた事実と比

較すると，約３０年遅れていると考えられる。

２０１４年７月１６日，当時のベトナム首相は「２０２５年から２０３５年までのベ

トナム自動車工業発展戦略」（第１１６８／ QD-TTg号決定）を公表した。さら

に同年７月２４日，「２０２０年から２０３０年までのベトナム自動車工業発展計

画」（第１２１１／ QD-TTg号決定）が公表されている。つづいて，２０１６年２月４

日には，「ベトナム自動車工業発展戦略を実施するためのメカニズムと政策

に関する戦略」（第２２９／ QD-TTg号決定）が承認された。その支援政策で

は，４つの優先車種の製造・販売及びレンタカー事業への投資や，自動車産

業における裾野産業の製造・賃貸業への投資に関わる法人と個人が支援対象

となる。そして，自動車産業における企業，海外のベトナム製品輸入業者に

対する融資，市場開発支援，科学技術研究・開発・実用化・人材育成への投

資促進，および輸入税・法人所得税などの税優遇政策がある。それ以外に

も，自動車部品の生産，自動車の組立業にも新たな優遇政策を提起している。

１３）２０００年８月３日に設立されたベトナム自動車工業会（VAMA）は，ベトナムで
の自動車メーカーによって任意に設立された非政府，非政治，非営利団体であ
る。
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こうして，ベトナムの自動車工業は本格的な発展軌道に入ることとなった。

ベトナム登録検査局のデータによると，２０１８年から現在までの国産車と

組立車の生産台数は以下の通りである。２０１８年，現地で製造された組立車

の台数は２８７，５８６台に達した。２０１９年には組立車３３９，１５１台が現地生産さ

れ，２０２０年には国産組立車３２３，８９２台が生産された。２０２０年末までに，ベ

トナムの自動車産業における年間総設計組立能力は約７５万５０００台で，その

うち外資系企業が約３５％，国内企業が約６５％を占めるとされる。

２．４．ベトナムへの日系企業の進出

過去において，日本はベトナムの最も重要な貿易相手国の一つであった。

２０２１年においても，日本は中国，米，韓国に次ぎ，ベトナムの第４位の貿

易相手国である。輸出入別にみると，ベトナムの輸出相手国としては米，中

国についで第３位であり，輸入相手国としては，日本は中国，韓国に次ぎ第

３位である。また，日本の２０２１年度貿易統計によると，日本にとってベト

ナムは９番目の輸出相手国となった。

また，ベトナム税関の発表によると，２０２１年のベトナム・日本の貿易額

は約４２７億ドルと，初めて４００億ドル台に到達したことを報じた。２０２１年

のベトナムから日本向けの輸出総額は，約２０１．３億ドル（前年比４．４％増）。

うち，輸出額が１０億ドル以上の品目は，縫製品（３２．３億ドル），機械設備・

同部品（２５．６億ドル），輸送機器・同部品（２４．７億ドル），木材・木製品

（１４．４億ドル），水産物（１３．３億ドル）の５品目であった１４）。

一方，２０２１年のベトナムの日本からの輸入総額は，約２２６．５億ドル（前

年比１１．３％増）だった。うち，輸入額が１０億ドル以上の品目は，コン

ピュータ・電子製品・部品（６２．２億ドル），機械・機器・工具・スペアパー

１４）また，多くの品目において，ベトナムの輸出額が前年比で大きく増加した。主な
品目として，鉄鋼製品（前年比２．５倍），プラスチック製品（８１．６％増），原油
（７１．８％増），ガラス・ガラス製品（７３．３％増），化学品（４１．８％増），その他金
属・金属製品（３５．７％増），カメラ・ビデオカメラ・付属品（３２．８％増），肥料
（７０５．４％増）などが挙げられる。
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ツ（４４．５億ドル），鉄鋼（１７．３億ドル），鉄鋼スクラップ（１０億ドル）の４

品目である。

この結果，輸出入差額は日本の２５．２億ドルの赤字（前年比２．４倍）とな

るなど，ベトナムからの輸入が増大している。

日本からベトナムへの投資においては，日本企業がベトナムに進出する大

きな契機となったのは，前述した１９８６年のドイモイ政策の提起を契機とし

ている。１９９０年から，大手商社の日商岩井（現・双日）と住友商事の２社

による日系企業向けの工業団地建設が始まり，大手製造業の進出を後押し

た。

その後も日本はベトナムを優先的な経済支援対象としており，ODA借款

を多く提供してきた。１９９２年１１月以来，日本がベトナムに約束した援助

（無償援助とODA借款を含む）の累計額は約３００億ドルであり，そのうち無

償援助は１６億ドルであって，これをきっかけに日本からベトナムへの投資

はさらに増加した。１９９５年から，急激な円高による海外生産シフトなども

あり，日本大手企業を代表するトヨタ自動車，本田，パナソニックなどの家

電，建築材料，二輪車，自動車部品等の分野で，日本のメーカーが海外生産

拠点としてベトナムに集中的に進出した。その後，１９９７年に発生したアジ

ア通貨危機により日系企業のベトナム投資は減少し，機械金属部品，縫製

業，雑貨等の分野の中小規模投資が主流となった。２０００年以降になると，

製造業と結びつきが強い保険・金融・ICT企業などのサービス業の進出が始

まった。

その後，２００４年には日本ベトナム投資協定が発効し，再びベトナムへの

投資が活発化した。これは，①２００５年に中国で反日デモが激化したことで，

日系製造業の間で「チャイナ・プラスワン」１５）政策の必要性が高まったこと，

また，②日系を含め各種工業団地の整備が進展し，２００７年１月１１日をもっ

１５）チャイナ・プラスワンとは，中国における投資・事業環境上のリスクが高まりつ
つあることを受けて，２０００年代に一極集中の様相を呈していた対中投資を見直
して，生産拠点，販売拠点を中国とその他の国に分散する日本企業の動向を指
す。

１５０ 桃山学院大学経済経営論集 第６４巻第４号



てWTOの正式加盟国になったことのため，ASEAN諸国の中でも政治的に

安定しているなど魅力の多いベトナムに注目が集まったこと，などがその要

因である。こうして，２００６年以降，ベトナムへの投資が急速に増加し，大

手企業だけではなく，中小企業，サービス業など投資件数，投資金額も増加

した。近年では大型火力発電所案件なども増加している。

第１図は２０２０年の業種別投資案件数を示したものである。２０２０年の在ベ

トナム企業拠点総数は２３０６であり，図のように製造業は１１０１と半数を占め

ている。卸売業・小売業は２７９，建築業は１７８である。代表するのは，キヤ

ノン，パナソニック，ホンダ，トヨタ，日本電産，ファミリーマートなどの

企業である。

年 件数 投資額（ドル）
２０１８ ６４３ ８３億４，３００万
２０１９ ６８０ ２９億２，３００万
２０２０ ４６２ １３億９，１００万
２０２１ ３３１ ３６億５，０００万

第２表 対ベトナム日本企業の投資件数と投資額

出所：ベトナム計画投資省外国投資庁（FIA）資料より筆者作成。

第１図 ２０２０年の業種別投資案件数

資料：ジェトロ「ベトナム日系企業進出動向調査２０２０年」資料より筆者作成。
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また，ベトナム計画投資省外国投資庁１６）の日本対ベトナム投資データ

（第２表参照）によると，２０１８年の投資件数は２０１８年６４３件，２０１９年６８０

件，２０２０年４６２件，２０２１年３３１件と，新型コロナウイルスの感染拡大もあ

り減少しているが，投資金額は２０２０年の１３．９１億ドルから２０２１年に３６．５

億ドルに増加した。

３．M社のベトナム展開と課題
３．１．M社の海外展開

M社は海外市場への展開に当たって，まず，１９７８年１２月にアメリカ，カ

リフォルニア州に子会社を設立した（開設当初の従業員６７人）。アメリカ進

出の主要な目的は，自動車用部品の製造・販売で，アメリカでの自動車関連

事業を拡大するためである。株主はメタルワン，三菱UFJ銀行，三井住友銀

行等であり，年間７３９００MTの製品を生産し，２０１９年の売上高は６．９億ドル

である。

さらに，２００３年１１月にインドで子会社を設立した。インド進出の主要な

目的は，日系自動車関連企業のインドへの進出に伴って，自動車，バイク，

建築材料などの現地での生産，販売を行うためである。開設当時の従業員は

１０９人である。株主は豊田通商等，年間２８５００MTの製品を生産している。

２０１９年の売上高は５．６億ドルである。

また，中国への進出は２００５年から本格化した。今後とも成長が見込まれ

る中国市場において各種自動車関連部品の製造・販売および鋼帯の加工・販

売を行うため，中国広東省佛山市に「M金属制品（佛山）有限公司」を設立

した。出資比率はM社３５％，豊田通商株式会社１０％，株式会社メタルワン

５％，LARGE CROWN LIMITED（台湾：チャンイー・スチールの子会社）

３５％，CHUNG MAO TRADING（SAMOA）CORPORATION（台 湾：

チャイナ・スチール・グローバル・トレーディングの子会社）１５％である。

１６）ベトナム計画投資省外国投資庁は，政府機関としてベトナムへの直接投資に関連
した業務を実施している。
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開設当初の従業員数は２００人，生産能力は鋼材・鋼帯合計年産量は約１０万

トンであり，２００６年３月から生産を開始した。さらに，天津市・長春市地

域における需要に対応するため，天津市において，「M社金属制品（佛山）

有限公司」１００％出資の子会社，「M金属制品（天津）有限公司」を設立し，

M社の製造販売を拡大した。また，中国内陸部の日系自動車企業に製品を提

供するため，湖北省武漢市に「M金属制品（佛山）有限公司」の武漢工場を

設置した。

また，アメリカでの海外事業の進展と呼応して，２０１２年にはメキシコに

子会社，工場を設立した（開設当初の従業員７４人）。株主は伊藤忠丸紅鉄鋼

グループ，豊田通商，MKKUSAである。年間１１００MTの製品を生産

し，２０１９年の売上高は２．４億ドルを達成，営業利益は０．４億ドルであった。

さらに，２０１５年には豊田通商株式会社と共同で，フィリピンに子会社を設

立し，自動車メーカーへの部品供給を拡大させている。

一連の海外市場への進出にあたって，豊田通商株式会社，伊藤忠丸紅鉄鋼

グループ，メタルワン１７），三菱UFJ銀行，三井住友銀行などの海外展開して

いる会社との合弁事業が多い。これまでの海外進出では，自動車用部品，バ

イク部品，建築材料などの製造・販売を行う海外現地法人を設立し，この事

業を中心に拡大している。とくに，東南アジア新興国の重点国のひとつであ

るベトナムにおいては，ベトナム国内の市場を狙うだけではなく，米中貿易

摩擦の中で新しい輸出向けの生産地として，今後更に成長が見込まれている

関連分野自動車，バイク，建築材料での事業拡大を進めてきた。

現在，海外での生産，販売は，M社全体売上額，利潤のおよそ４０％を占

めている（第３表参照）。この表に示したように，２０１０年と２０２１年を比較

すると，M社売上，利潤における国内海外比率には大きな変化があったこと

がわかる。つまり，２０２１年のM社の国内市場の売上，利潤比率は，２０１０年

の７９．２％，９３．６％から６０．０％，６０．０％に大幅に低下した。この一方

１７）２００３年に三菱商事と日商岩井（現・双日）の鉄鋼製品事業部門の統合によって
誕生した鉄鋼商社。鉄鋼商社業界首位である。
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で，２０２１年の海外市場の売上，利潤比率は２０１０年の２０．８％，６．１％から

４０．０％，４０．０％に増加し，海外市場への依存を高めていることがわかる。

こうして拡大してきたM社の海外市場においては，とくに北米市場，アジ

ア市場が重要である。北米市場の売上，利潤の比率は２０１０年の

８．８％，３．５％から２２％，３１％に大幅に増加しており，M社の海外市場にお

いて最も重要な位置にある。一方で，新興市場としてのアジアの市場も大き

く成長して，その中ではベトナム市場が主な市場となっている１８）。つまり，

ベトナム市場の売上，利潤の比率は，２０１０年の８．０％，２．４％から，２０２１年

の１０．０％，７．２％に増加し，M社関係者へのヒアリングからは，経済成長，

国民収入の増加に伴って，M社にとってベトナム市場の位置はさらに拡大す

るものと考えられる。

３．２．M社のベトナム事業展開

前述したように，M社は，自動車及びバイク生産，建築材料における新規

市場開拓の重点国のひとつであるベトナムにおいて，今後更に成長が見込ま

れている自動車，二輪車，建築材料分野での事業化を目指し，子会社を展開

１８）M社の中国事業は，合弁比率の関係でM社の連結決算には含まれていない。

全 体 ２０１０年 ２０２１年
売上 利潤 売上 利潤

全 体 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
国内市場 ７９．２ ９３．９ ６０．０ ６０．０
海外市場 ２０．８ ６．１ ４０．０ ４０．０
海外市場の仕訳

北米合計（米国，メキシコ） ８．８ ３．５ ２２．０ ３１．０
アジア合計 １２．０ ２．４ １８．０ ９．０
内，ベトナム ８．０ ２．４ １０．０ ７．２

第３表 M社の売上，利潤に占める国内海外比率
（％）

出所：２０２２年５月のM社関係者を対象にしたヒアリング調査結果から筆者整理，作成。

１５４ 桃山学院大学経済経営論集 第６４巻第４号



してきた。進出先としてベトナムを選択した主な理由として、次の２つが考

えられる。

第１は、ベトナム経済のプラス成長維持である。ベトナムはGDPの平均

年間成長率が１９９６年以降は平均７％以上の成長を遂げ，今回の新型コロナ

ウイルス感染症の深刻な影響にもかかわらず，依然として３％の成長率を達

成している。第４表のように，ベトナムの一人当たりの名目GDPは１９９０年

の１２１ドルから２０２１年の３７２４ドルになるなど，経済発展が著しく，消費も

旺盛である。

第２には、この１０年のベトナム鉄鋼業の驚異的成長が挙げられる。ベト

ナムでは，経済の高度発展に伴って，インフラ整備や住宅，商業施設などの

建築業が現在急速に発展しており，鉄鋼，パイプ，建築材料などの需要も大

幅に増加している。そして，人口の増加，収入増大に伴って，自動車やバイ

クの需要も大幅に増加している。こうしたことから，前述のようにベトナム

の鉄鋼生産は，この１０年で驚異的な成長を遂げているのである。

こうしたベトナムの経済情勢の中で，M社は自社の戦略として，将来的に

東南アジアにおける大きな市場に成長できると予測し，さらに地理的に東南

アジアの中心部に位置していることから，東南アジア各国への輸出に有利な

年 一人当たりの名目
GDP（USドル）

１９９０ １２１
１９９５ ３５８
２０００ ４９８
２００５ ８７３
２０１０ １，６２８
２０１５ ２，５８１
２０２０ ３，５２０
２０２１ ３，７２４

第４表 ベトナムの一人当たりの名目GDPの推移

資料：SNAに基づいたデータより筆者作成。
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条件を重視し，ベトナムへの進出を計画した。また，中国市場などで，前述

のように自動車部品事業が多くの課題に直面する中，新たな事業部門の構築

が大きな課題となっていることへの対応ともいえる。

M社のベトナムにおける事業展開としては，大別して２事業が展開されて

いる。つまり，①ホーチミン市の現地法人A社による建材等の建築関連製品

事業であり，いま一つは②ハノイ市の現地法人B社による自動車，二輪車関

係部品供給事業である。

前述したように，ベトナムでの売上，利益はM社全体のそれぞれ

１０％，７．２％を占めている。また，M社の２０２２年３月度決算資料による

と，２０２１年１２月末時点でA・B両社の従業員は６２７人である。２０２１年の年

間生産量２６４０００MT，売上高約２．９９億ドル，営業利益は０．１４億ドルで

あった。主な生産商品の金額構成は，第２図に示したように，建築用コイル

８０％，建築用パイプ１５％，自動車用パイプ５％と，A社の建材関係が大部

分を占めている。

事業の展開状況としては，まず，１９９６年にホーチミン市に，鉄鋼パイプ

第２図 ベトナムにおける生産商品金額構成

出所：M社２０２２年３月度決算資料から筆者作成。
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や建築材料の生産，販売および海外輸出事業を目的に，M社にとってベトナ

ム初の外資１００％子会社であるA社を設立した。その後，２００８年にハノイ

市にすでに進出していた日系完成車メーカー，二輪車メーカーの工場拡張に

対応して，部品供給を目的とした現地・連結子会社B社を設立した。株主構

成はM社のほかに，豊田通商，JFEスチール，台湾C社である。

A・B社の主力製品は，溶融亜鉛・５５％アルミ亜鉛合金メッキ鋼帯，カ

ラー鋼帯，鋼管，他に土木・構造用建材，一部の家具，自動車，バイク部品

用部品など幅広く生産されている。

A・B社の主力事業としては，前述したように，A社は，ベトナム戦争後，

ベトナム南部の地域は経済が比較的発展し，当時鉄鋼業関連他社もベトナム

南部に集中したことから，南部を代表する都市であるホーチミン市に，１９９６

年という比較的早期に先行して投資した。主力製品は建材用コイル，パイプ

である（第５表参照）。

その後，ベトナム政府の北部地域を重視した経済政策により外資企業の誘

致が活発化し，トヨタ，本田，ヤマハなどの自動車，二輪車，OA／IT器械

などの企業が次々にハノイ市近郊に投資したことから，こうした自動車，二

輪製造に関連する製品を製造するB社を，ハノイ市近郊に開設したのである。

この主力製品の中で，建築用コイル，建築用パイプの生産，販売はホーチ

ミン市のA社がほとんどを担っている（第５表参照）。この原材料は，２０１０

年当時はほぼ１００％が輸入であったが，２０２１年には５０％の現地調達が可能

となった。これは２０１７年に台湾資本によるベトナム最初の高炉メーカーが

製品
ベトナム工場 ２０１０年 ２０２１年
Ａ社 Ｂ社 現地 輸入 現地 輸入

建築用コイル，パイプ １００．０ ０ ０ １００．０ ５０．０ ５０．０
二輪車用パイプ ０ ９０．０ ０ １００．０ ０ １００．０
四輪車用パイプ ０ １０．０ ０ １００．０ ０ １００．０

第５表 M社ベトナム工場生産商品，現地・輸入原材料の比率 （％）

資料：M社２０２２年３月度決算資料から筆者作成。
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立ち上がり，その後，２０１９年にベトナム現地企業の高炉も立ち上がったため，

徐々に現地での原材料調達が可能となったことによる。このように現地調達

が進展しているとはいえ，現地調達原料には品質，納期遵守面での懸念もあ

り，今後さらに現地調達比率が高まるか否かについては不明であるという。

販売先としては，約６０％をベトナム国内向けに，現地の問屋を通じて販

売している。さらに約４０％は国外に，アメリカ，東南アジアのインドネシ

ア・タイ等に輸出している。

M社の戦略としては，アジアにおいて中国子会社，インド子会社について

は建築材料を生産していないために，輸出向け建材生産の主力は，今後もベ

トナム社となり，さらにベトナム国内，輸出ともに拡大に注力していく予定

である。

つぎに，A社の主力製品である建材製品についてみていこう。

日本のM社はベトナム工場に日本の生産体制を応用して，日本の生産設備

のベトナムへの導入，日本技術者の現地派遣を積極的に推進してきた。とく

に生産開始当初は，主要原材料をすべて日本から輸入し，日本と同等レベル

の高品質製品の製造，販売を可能とし，これによってベトナム市場でのシェ

アの拡大と東南アジア各国への輸出拡大を可能にしてきた。とくに，A社の

生産体制を高度化するために，以下の点に注力した。つまり，①専門的に訓

練されたチームによる製品の製造プロセスの監督と管理１９），②高い品質の日

本鋼を用いた製品の供給２０），③１６インチサイズの鋼管の供給２１），④最新技術

の導入による製品の高付加価値化２２），である。

１９）日本の熟練指導者から構成される派遣チームによって生産過程は厳密に管理さ
れ，とくに現地従業員のトレーニングとスキルの向上に重点がおかれている。

２０）A社は，前述の派遣チームによる管理と，日本からの原材料の供給により，日本
と同等の品質のコイルとチューブ製品をベトナムで製造・供給することを可能と
している。ベトナムで初めてJIS（日本工業規格）認定のコイル・溶接鋼管製品
の生産を可能とした。

２１）日本のM社から最新の生産ラインを輸入し，技術移転を行うことで，これまでベ
トナムでは生産できなかった日本と同等の水準の１６インチサイズの鋼管を生産
することが可能となった。

２２）たとえば，Primetals Technologies社製の最新式のミルの導入は，圧延荷重を低
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また，二輪車，四輪車用のパイプは，すべてハノイ市のB社で生産してい

る。中国の事例と同様に，品質確保のために原材料はすべて日本からの輸入

に依存している。製品の販売先としては，すべてベトナムに進出しているヤ

マハ，本田，トヨタなどの日系大手自動車完成車メーカー，二輪車メーカー

に供給している。

３．３．M社が直面する課題

現在，M社は，現地のA・B社を生産拠点として，A社において建築材料

のベトナム国内および輸出を生産販売の中心としながら，B社で本田，鈴

木，トヨタ自動車などの日系二輪車，四輪車の完成車メーカーを中心に，鉄

鋼の二輪車用パイプ，自動車ボディー，シート，エンジンまわりのパイプな

どの製品を提供している。

前述したように，A社は現地生産された原料を利用することによってコス

ト削減を可能にし，生産は大きく拡大し，ベトナム国内，輸出先での建材需

要の拡大に伴って販売状況も好調である。

また，B社は，日系二輪車，自動車企業に向けて，日本産原料を利用して

おり，日本と同水準の設備，技術を活用し，高品質で，多様な製品を安定的

に供給し，一定の評価を受けている。

しかし，このB社のビジネスモデルは，近年，中国子会社と同様に，徐々

に厳しさを増している。それは，①現地での現地企業の参入等により競争相

手が増加し，競争が徐々に激しくなっていること，②日系二輪車，四輪車の

完成車メーカーの製品価格の値下げ要求が徐々に厳しくなっていること，③

近年の鉄鋼価格の価格上昇が顕著で原材料価格の高騰が無視できない状況に

あること，④新型コロナウイルスによるロックダウンによって生産に影響が

発生していること，等の四つの問題が鮮明になり，収益が悪化しているため

である。これはまさに，M社が中国事業で直面している課題とほぼ一致して

減し，より薄い建築材料（屋根材）の供給を可能とし，高品質，耐久性，低コス
トの面で高い評価を受けている。
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おり，ベトナムにおいてもこうした問題が顕在化しつつあるのである。

この４つの問題をもう少し詳しく見てみよう。まず，①の問題は，現地企

業が急速に成長していることに加えて，日本企業以外にアメリカ企業，中国

企業などが進出していることにより，競争が激しくなっていることによるも

のである。前述のように，２０１７年に台湾資本によるベトナム最初の高炉

メーカーが立ち上がり，その後，２０１９年に地元企業の高炉も立ち上がった

ため，ベトナム国内の鉄鋼生産量が急速に拡大し，競争が激化している。さ

らにこの問題を難しいものにしているのは，近年の大きな問題である，③の

鉄鋼価格の高騰である。日本経済新聞によれば２３），鉄鋼価格は２０２１年に入

り，１か月程度で１３％上昇し，およそ１２年ぶりの高値を付けたという。B

社の主力部品の主原料となる日本産鉄鋼の価格上昇により，M社のコスト削

減は達成困難な課題となっている。

また，前述したように，A社が現地産材料の調達を進めているのに対し

て，B社の原料は，品質・納期確保のため，全量を日本から輸入したもので

あり，当然生産コストもベトナム原料を使用している他のベトナム国内企業

より高くなる。これに加えて，ベトナム経済の発展に伴って現地企業の技術

力が高まっているため，日本産との品質格差も縮小しているのが実態であ

る。このように，閻冰・大島一二（２０２２）で述べた，中国市場におけるM社

子会社のビジネスモデルの課題と同様の課題が顕在化しているのである。

いうまでもなく，M社もこうした事態を予想して，ベトナム市場調査に基

づいて新たなビジネスモデルの構築に取り組んできた。その重要な計画の一

つがA社の建材生産事業の展開によるベトナム内外での新規市場開拓であ

る。当然，建材業界においても参入企業が増加すればコスト競争の激化が予

想されるが，１億人の人口を有し，平均年齢も若いことから，ベトナムの経

２３）「鋼材価格，異例の高騰 熱延鋼板，流通市場で１２年ぶり水準」『日本経済新聞』
２０２１年２月６日では，「自動車や家電に使う薄鋼板（薄板）など鋼材の一般流通
市場で，異例の高値が続いている。東京地区の熱延鋼板の流通価格は現在１トン
８万８千円前後と前月末比で６％上昇。今年だけで１万円（１３％）上がり，およ
そ１２年ぶりの高値を付けた。」という。
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済発展がある程度の高い成長率を維持すれば，今後も鉄鋼・建材需要は増加

することが予想できる。また，A社の事業は輸出先国の需要拡大に対応でき

る点が重要であり，実際に輸出実績も拡大している。すでに述べてきたよう

に，ベトナムでのA社の建材事業を主力とするベトナム事業は，前掲第３表

のように，すでにM社総利潤の７．２％を占めており，重要な成長ファクター

となりうる事業といえる。B社の事業を安定的に維持しつつ，A社事業を今

後どのように発展させていくかが今後の大きな注目点であろう。

４．まとめにかえて
本稿では，日本国内市場の停滞，新興国経済の発展を背景に，日本企業の

海外進出戦略について，日系メーカーM社を事例として，とくにベトナムで

の事業の展開状況，直面する課題について述べてきた。

前述したように，ベトナム経済の大きな発展のなかで，M社は事業内容の

まったく異なるA・B両社を設立し，事業拡大をとげてきた。A社はベトナ

ム国内と輸出先国で需要が拡大している建材事業であり，B社は中国子会社

同様の，自動車・二輪車部品の供給事業である。このなかで，A社の事業は

比較的順調に発展しているが，B社事業は，安定した供給先を維持し一定の

成績を収めているものの，まさに中国子会社と同様の課題に直面しつつあ

り，今後，ベトナム経済の発展とともに，しだいに厳しい状況となる可能性

が高いことが予想される。しかし，B社は，人件費と原材料の高騰，日本か

らの原料輸入によるコスト高などにより製品価格を抑制することは難しく，

今後問題の深刻化も危惧される。

こうしたことから，今後M社は，ベトナムにおいて比較的安定的な供給先

を確保しているB社の現有事業を維持発展させつつ，A社事業の拡大および

海外への輸出拡大を進めるという戦略をとるものと考えられる。

残された研究課題としては，このベトナム市場におけるM社の動向を引き

続き注視するとともに，メキシコ，インドネシア等他国での事業展開につい

ても明らかにしていきたいと考える。
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Challenges and Responses Faced by Japanese Auto
Parts Suppliers Expanding into Vietnam

Focusing on the Case of Company M

YAN Bing
OSHIMA Kazutsugu

As is well known, the post-war development of the Japanese economy
has led to significant growth, especially in the automobile industry.
However, the limited automobile Market in Japan became saturated at a
very early stage, and the rapid appreciation of the yen, which was
triggered by the Plaza Accord in 1985, caused Japan’s major industries,
especially the automobile industry, to expand their overseas investments.
Looking at the overseas expansion of Japanese companies (as a whole)
and the automobile industry, the overseas production ratio of Japanese
companies as a whole has been on an upward trend from 26.0% in 2002 to
33.9% in 2019, while the overseas production ratio of the automobile
industry has expanded significantly from 42.7% in 2002 to 66.5% in 2019.
The ratio of overseas production in the automobile industry has expanded
significantly from 42.7% in 2002 to 66.5% in 2019. In other words, for the
Japanese automobile industry, overseas markets already account for two-
thirds of the total, which indicates that overseas expansion is that much
more important for this industry.
In this context, this paper studies the overseas expansion of a Japanese
auto parts manufacturer, especially Company M (headquartered in Osaka
City), which is actively engaged in China and Vietnam, as a case study, and
examines the challenges faced by Japanese auto parts manufacturers such
as Company M and their responses.
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